
第2回　〜温室効果ガスの削減に向けた日本のエネルギー利用と役割～ 地球温暖化対策から見たエネルギーコ ラ ム

日
本
国
政
府
は
、
今
年
12
月
に
パ
リ
で
開
催
さ
れ
る
Ｃ
Ｏ
Ｐ
21
に
、
2
0
3
0
年
の
温
室
効
果
ガ
ス
排

出
量
を
「
2
0
1
3
年
度
比
マ
イ
ナ
ス
26
％
」
と
す
る
目
標
を
提
出
し
ま
し
た
。
こ
の
ほ
か
、
欧
州
連
合

（
Ｅ
Ｕ
）
は
1
9
9
0
年
比
マ
イ
ナ
ス
40
％
、
米
国
は
2
0
0
5
年
比
マ
イ
ナ
ス
26
〜
28
％
（
2
0
2
5

年
時
点
で
）
と
い
う
目
標
を
提
出
し
て
い
ま
す
。

今
回
は
、
温
室
効
果
ガ
ス
の
削
減
が
、
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
に
ど
の
よ
う
な
影
響
を
及
ぼ
す
の
か
、

ま
た
、
目
標
を
達
成
す
る
た
め
に
は
ど
の
よ
う
な
対
策
が
必
要
と
な
る
の
か
に
つ
い
て
解
説
し
ま
す
。

◆ 

温
室
効
果
ガ
ス
の
種
類
と
排
出
量

大
気
中
に
あ
っ
て
、
地
球
に
放
射
さ
れ
た
太
陽
光
が
地
表
か
ら
宇
宙
に
放
射
さ
れ
る
際
に
、
赤
外
線
の

一
部
を
吸
収
す
る
こ
と
に
よ
り
、
温
室
効
果
を
も
た
ら
す
気
体
の
こ
と
を
「
温
室
効
果
ガ
ス
」
と
呼
び
ま

す
。
温
室
効
果
ガ
ス
に
は
様
々
な
も
の
が
あ
り
ま
す
が
、
国
連
の
気
候
変
動
に
関
す
る
枠
組
条
約
（
Ｕ
Ｎ

Ｆ
Ｃ
Ｃ
Ｃ
）
で
は
、
2
0
1
2
年
ま
で
は
二
酸
化
炭
素
（
Ｃ
Ｏ
２

）、
メ
タ
ン
（
Ｃ
Ｈ
４

）、
一
酸
化
二
窒
素

（
Ｎ
２

Ｏ
）、
ハ
イ
ド
ロ
フ
ル
オ
ロ
カ
ー
ボ
ン
類
（
Ｈ
Ｆ
Ｃ
S

）、
パ
ー
フ
ル
オ
ロ
カ
ー
ボ
ン
類
（
Ｐ
Ｆ
Ｃ
S

）、

六
ふ
っ
化
硫
黄
（
Ｓ
Ｆ
６

）、
６
種
類
を
、
2
0
1
3
年
以
降
は
そ
れ
に
三
ふ
っ
化
窒
素
（
Ｎ
Ｆ
３

）
を
加

え
た
７
種
類
を
削
減
対
象
の
温
室
効
果
ガ
ス
と
し
て
定
め
て
い
ま
す
。

気
候
変
動
に
関
す
る
政
府
間
パ
ネ
ル
（
Ｉ
Ｐ
Ｃ
Ｃ
）
が
2
0
1
3
年
か
ら
2
0
1
4
年
に
か
け
て
公
表

し
た
第
５
次
評
価
報
告
書
に
よ
り
ま
す
と
、
2
0
1
0
年
に
お
け
る
世
界
全
体
の
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出

量
は
、
各
ガ
ス
の
地
球
温
暖
化
へ
の
寄
与
度
で
加
重
平
均
し
た
場
合
、
Ｃ
Ｏ
２

は
76
％
と
圧
倒
的
な
割
合

を
占
め
て
い
ま
す
。
ま
た
、
Ｃ
Ｏ
２

を
化
石
燃
料
の
燃
焼
（
エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
）
や
工
業
プ
ロ
セ
ス
に
よ

る
も
の
と
、
熱
帯
林
の
減
少
な
ど
土
地
利
用
の
変
化
に
伴
う
も
の
に
分
け
る
と
、
前
者
は
温
室
効
果
ガ
ス

全
体
の
約
３
分
の
２
、
65
％
を
占
め
て
い
ま
す
。
日
本
に
お
い
て
は
、
農
業
か
ら
の
Ｃ
Ｈ
４

排
出
が
他
の

地
球
温
暖
化
対
策
か
ら
見
た
エ
ネ
ル
ギ
ー

コ

ラ

ム

第
２
回

温
室
効
果
ガ
ス
の
削
減
に
向
け
た

日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
と
役
割
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国
よ
り
少
な
い
こ
と
か
ら
、
Ｃ
Ｏ
２

が
す
べ
て
の
温

室
効
果
ガ
ス
に
占
め
る
割
合
は
さ
ら
に
高
く
、
環
境

省
に
よ
り
ま
す
と
2
0
1
3
年
度
で
93
・
１
％
と

な
っ
て
い
ま
す
。（
資
料
１
参
照
）

ま
た
、
日
本
で
は
、
土
地
利
用
の
変
化
に
伴
う
Ｃ

Ｏ
２

排
出
が
少
な
い
た
め
、
Ｃ
Ｏ
２

の
中
で
は
エ
ネ
ル

ギ
ー
起
源
の
Ｃ
Ｏ
２

が
圧
倒
的
に
多
く
、エ
ネ
ル
ギ
ー

起
源
の
Ｃ
Ｏ
２

だ
け
で
日
本
の
温
室
効
果
ガ
ス
排
出

量
全
体
の
87
・
７
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

こ
の
よ
う
に
、
全
世
界
的
に
見
て
、
温
室
効
果
ガ

ス
を
削
減
す
る
た
め
に
は
、
そ
の
最
大
の
排
出
源
で

あ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
の
Ｃ
Ｏ
２

を
い
か
に
削
減
す

る
か
が
き
わ
め
て
重
要
な
課
題
と
い
え
る
の
で
す
。

◆ ‌�

エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
の
Ｃ
Ｏ
２

排
出
と
エ
ネ

ル
ギ
ー
構
成

エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
の
Ｃ
Ｏ
２

は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
構

成
に
よ
っ
て
変
化
し
ま
す
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
中
で
、

Ｃ
Ｏ
２

を
排
出
し
な
い
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
や
原

子
力
、
化
石
燃
料
の
中
で
最
も
Ｃ
Ｏ
２

排
出
が
少
な

い
天
然
ガ
ス
な
ど
の
割
合
が
高
ま
れ
ば
、
エ
ネ
ル

ギ
ー
消
費
量
が
同
じ
で
も
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
は
減
り
ま

す
。
こ
れ
に
関
し
て
、
2
0
1
4
年
に
刊
行
さ
れ
た

Ｉ
Ｐ
Ｃ
Ｃ
の
第
５
次
評
価
報
告
書
に
興
味
深
い
資
料

が
あ
り
ま
す
。（
資
料
２
参
照
）

1
9
7
1
年
か
ら
2
0
1
0
年
に
か
け
て
、
10
年

毎
に
化
石
燃
料
の
燃
焼
か
ら（
＝
エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
）

の
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
の
変
化
を
要
因
別
に
分
解
し
た
も

1,400
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）

資料①　日本の温室効果ガス排出量の推移
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日本の温室効果ガス排出量に占めるCO2の割合93.1％（世界全体では76％）

出典：環境省、2013年度（平成25年度）の温室効果ガス排出量（確報値）より
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資料②　世界のCO2排出量増加率の年代別要因分解
世界全体の温室効果ガス排出量推移の要因分析

1971-1980 1981-1990 1991-2000 2001-2010

4.04.0
2.92.9 2.52.5

6.86.8

エネルギー炭素強度

GDP のエネルギー強度

一人あたり GDP

人口

総変化

出典：全国地球温暖化防止活動推進センター（JCCCA）、IPCC第５次評価報告書 WGIII Fiaude SPM3
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の
で
す
。
こ
れ
に
よ
る
と
、「
一
人
あ
た
り
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
」
増
加
率
は
2
0
0
0
年
代
が
年
率
６
・
８
％
と

最
も
大
き
く
、
各
年
代
に
お
い
て
、「
人
口
」
と
、「
一
人
あ
た
り
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
」
が
増
加
要
因
に
、「
Ｇ
Ｄ

Ｐ
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
強
度
」
が
減
少
要
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
構
成
の
変
化
を
表
す
「
エ
ネ
ル

ギ
ー
の
炭
素
強
度
（
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
当
た
り
の
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
）」
は
、
90
年
代
ま
で
の
30
年
間
は
減

少
要
因
と
な
っ
て
い
た
の
に
対
し
、
2
0
0
0
年
代
は
増
加
要
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。
地
球
温
暖
化
対
策

が
世
界
的
に
叫
ば
れ
る
中
で
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
な
ど
、
Ｃ
Ｏ
２

を
排
出
し
な
い
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
増

加
し
た
も
の
の
、
そ
の
効
果
を
原
子
力
の
停
滞
や
石
炭
の
増
加
が
打
ち
消
し
て
し
ま
っ
た
も
の
と
考
え
ら

れ
ま
す
。

で
は
次
に
、エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
の
Ｃ
Ｏ
２

排
出
を
部
門
別
に
見
て
み
ま
し
ょ
う
。（
資
料
３
参
照
・
64
ペ
ー
ジ
）

日
本
の
2
0
1
3
年
度
実
績
で
は
、
事
業
用
発
電
が
39
・
５
％
と
最
も
多
く
、
以
下
、
産
業
部
門
（
工

場
等
）
28
・
６
％
、
運
輸
部
門
（
自
動
車
・
船
舶
等
）
17
・
５
％
、
家
庭
部
門
と
業
務
そ
の
他
部
門
（
商
業
・

サ
ー
ビ
ス
・
事
業
所
等
）
を
合
わ
せ
た
民
生
部
門
は
10
・
３
％
、
そ
の
他
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
４
・
２
％
と

な
り
ま
す
（
民
生
部
門
も
、
利
用
段
階
で
は
Ｃ
Ｏ
２

を
排
出
し
な
い
電
気
や
地
域
熱
供
給
か
ら
の
排
出
を
そ

の
使
用
量
に
応
じ
て
按
分
す
れ
ば
割
合
は
大
き
く
な
り
ま
す
が
、
こ
こ
で
は
そ
の
よ
う
な
考
え
方
を
と
ら

ず
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
部
門
に
計
上
し
て
い
る
こ
と
に
注
意
し
て
下
さ
い
）。
事
業
用
発
電
の
Ｃ
Ｏ
２

の
排

出
割
合
は
、
1
9
9
0
年
度
か
ら
2
0
0
4
年
度
ま

で
は
30
％
未
満
で
し
た
が
、
震
災
前
の
2
0
1
0
年

度
に
は
33
・
０
％
と
な
り
、
震
災
後
は
原
子
力
発
電

所
の
停
止
に
よ
り
、
大
幅
に
増
加
し
て
い
ま
す
。

事
業
用
発
電
の
Ｃ
Ｏ
２

を
減
ら
す
た
め
に
は
、
Ｃ

Ｏ
２

排
出
が
少
な
い
電
源
の
割
合
を
高
め
る
と
い
う

エ
ネ
ル
ギ
ー
構
成
（
電
源
構
成
）
の
変
化
を
実
現
す

る
こ
と
が
重
要
で
す
。

◆ ‌�

各
電
源
の
特
性
と
２
０
３
０
年
の
電
源

構
成
の
目
標

実
際
に
は
、
Ｃ
Ｏ
２

排
出
が
少
な
い
電
源
の
割
合

だ
け
を
高
め
る
わ
け
に
は
い
き
ま
せ
ん
。
各
電
源
に

は
、
Ｃ
Ｏ
２

排
出
以
外
に
、
考
慮
し
な
く
て
は
な
ら

な
い
様
々
な
特
性
が
あ
る
た
め
で
す
。
資
料
４
（
65

資料③　部門別エネルギー起源CO2排出割合の推移

家庭部門

運輸部門
（自動車・船舶等）

産業部門（工場等）

事業用発電

その他エネルギー転換

業務その他部門
（商業・サービス・事業所等）

（年度）
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排
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出典：国立環境研究所温室効果ガスインベントリオフィス、日本の温室効果ガス排出量データ（1990～2013年度確報値）より筆者作成
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ペ
ー
ジ
）
は
そ
れ
ら
を
ま
と
め
た
も
の
で
す
。

Ｃ
Ｏ
２

排
出
削
減
の
観
点
か
ら
は
、
原
子
力
や
水

力
、
地
熱
、
太
陽
光
、
風
力
な
ど
の
再
生
可
能
エ
ネ

ル
ギ
ー
が
望
ま
し
い
と
い
え
ま
す
が
、
こ
れ
ら
の
電

源
に
も
×
や
△
の
項
目
が
あ
り
、
オ
ー
ル
マ
イ
テ
ィ

と
は
い
え
ま
せ
ん
。
ま
た
、
太
陽
光
や
風
力
と
い
っ

た
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
は
、
気
象
条
件
に
よ
る
出

力
変
動
が
激
し
い
た
め
、大
規
模
に
利
用
す
る
際
は
、

そ
の
変
動
を
吸
収
す
る
た
め
に
追
加
的
な
対
策
コ
ス

ト
も
必
要
に
な
り
ま
す
。
逆
に
、
Ｃ
Ｏ
２

排
出
削
減

の
観
点
か
ら
望
ま
し
く
な
い
と
さ
れ
る
石
炭
火
力

は
、
経
済
性
や
供
給
国
の
政
情
安
定
性
な
ど
、
他
の

項
目
で
は
非
常
に
優
れ
た
電
源
で
あ
る
と
い
え
ま

す
。日

本
国
政
府
が
策
定
し
た
2
0
3
0
年
の
温
室
効

果
ガ
ス
削
減
目
標
で
は
、「
エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
の
Ｃ

Ｏ
２

排
出
を
2
0
1
3
年
度
比
マ
イ
ナ
ス
25
％
に
す

る
」（
温
室
効
果
ガ
ス
全
体
の
削
減
率
は
26
％
）
と

な
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
目
標
を
実
現
す
る
た
め
に
、

徹
底
的
な
省
エ
ネ
を
実
施
し
、
電
力
需
要
を
省
エ
ネ

対
策
前
と
比
べ
て
17
％
削
減
し
、
2
0
1
3
年
度
よ

り
１
・
５
％
だ
け
多
い
水
準
に
抑
制
す
る
と
し
て
い

ま
す
。
そ
し
て
、
各
電
源
の
供
給
割
合
は
、
原
子
力

22
〜
20
％
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
22
〜
24
％
、
石

炭
26
％
、
Ｌ
Ｎ
Ｇ
27
％
、
石
油
３
％
と
し
て
い
ま
す
。

（
資
料
５
参
照
）こ
の
う
ち
、低
廉
で
安
定
的
な“
ベ
ー

ス
ロ
ー
ド
電
源
”
と
位
置
づ
け
ら
れ
る
、
原
子
力
、

石
炭
火
力
、
水
力
、
地
熱
の
４
つ
の
合
計
は
、
原
子

力
発
電
所
の
停
止
な
ど
の
影
響
で
、
近
年
は
40
％
未

満
に
落
ち
込
ん
で
い
る
の
を
、
2
0
3
0
年
度
に
は

資料④　電源別の特性

項目 石炭火力
天然ガス
火　　力 石油火力 原 子 力

水力・
地　熱 太 陽 光 風　　力

CO2排出 × ○ △ ◎ ◎ ◎ ◎

◎ ○ △ ◎ ○ × ○～△

○ △ × ◎ ◎ ◎ ◎

○ ◎ ◎ △ △ × ×

◎ ◎ ◎ ◎ × ○ △

◎× ◎ ◎

経 済 性

供給国・
経路の政
情安定性

運転特性

供　　給
可 能 量

廃 棄 物
処　　分

○ しかし、CO2は化石燃料を
　 燃焼した後の廃棄物と考え
　 ることもできます

資料⑤　長期エネルギー需給見通しの電力需要と電源構成

電力
9,666
億kWh

2013年度
（実績）

電力
9,808
億kWh
程度

経済成長
1.7％/年

徹底した省エネ
1,961億kWh程度
（対策前比▲17％）

省エネ＋再エネ
で約4割

2030年度 2030年度
石油2％程度石油 2％程度 石油 3％程度石油 3％程度

石炭
22％程度
石炭

22％程度
石炭

26％程度
石炭

26％程度

LNG
22％程度
LNG

22％程度
LNG

27％程度
LNG

27％程度

原子力
18～17％程度
原子力

18～17％程度
原子力

22～20％程度
原子力

22～20％程度

再エネ
19～20％程度
再エネ

19～20％程度

省エネ
17％程度
省エネ
17％程度

（総発電電力量）
12,780億kWh程度
（総発電電力量）
12,780億kWh程度

再エネ
22～24％程度
再エネ

22～24％程度

地熱 1.0～1.1%程度地熱 1.0～1.1%程度
バイオマス 3.7～4.5%程度バイオマス 3.7～4.5%程度
風力 1.7%程度風力 1.7%程度
太陽光 7.0%程度太陽光 7.0%程度

水力 8.8～9.2%程度水力 8.8～9.2%程度

（総発電電力量）
10,550億kWh程度
（総発電電力量）
10,550億kWh程度

（送配電ロス量）（送配電ロス量）

電力需要 電源構成

出典：資源エネルギー庁、
長期エネルギー需
給見通し（案）、総合
資源エネルギー調
査会基本政策分科
会長期エネルギー
需給見通し小委員
会第10回資料より
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震
災
前
よ
り
若
干
少
な
い
56
％
程
度
を
確
保
す
る
と
し
て
い
ま
す
。

政
府
は
、
こ
の
よ
う
な
電
源
構
成
に
変
え
る
こ
と
に
よ
り
、
電
力
由
来
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
Ｃ
Ｏ
２

排

出
量
は
2
0
1
3
年
度
の
５
・
48
億
ト
ン
が
2
0
3
0
年
度
に
は
３
・
60
億
ト
ン
ま
で
34
％
減
少
す
る
と

し
て
お
り
、
こ
れ
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
全
体
の
削
減
率
の
25
％
よ
り
大
き
く
な
っ
て
い
ま

す
。
こ
れ
ら
か
ら
電
力
需
要
当
た
り
の
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
を
計
算
し
ま
す
と
、
2
0
1
3
年
度
の
１
ｋ
Ｗ
ｈ

当
た
り
０
・
57
ｋ
ｇ
が
2
0
3
0
年
度
に
は
35
％
の
減
の
０
・
37
ｋ
ｇ
と
な
り
、
こ
れ
は
震
災
前
よ
り
低

い
水
準
で
す
。
日
本
の
電
気
事
業
お
よ
び
新
電
力
23
社
も
、2
0
1
5
年
７
月
17
日
に
、こ
の
目
標
に
沿
っ

た
「
電
気
事
業
に
お
け
る
低
炭
素
社
会
実
行
計
画
」
を
策
定
・
公
表
し
て
い
ま
す
。

と
こ
ろ
で
、
こ
の
電
源
構
成
を
達
成
す
る
こ
と
は
容
易
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
原
子
力
に
つ
い
て
は
、
稼

働
率
を
80
％
と
し
ま
す
と
、
政
府
目
標
の
発
電
電
力
量
を
得
る
た
め
に
は
少
な
く
と
も
３
，
0
0
0
万
ｋ

Ｗ
の
設
備
が
必
要
と
な
り
ま
す
。
し
か
し
、
原
子
力
規
制
委
員
会
は
、
原
子
力
発
電
所
の
運
転
期
間
を
原

則
40
年
と
す
る
と
い
う
基
準
を
設
け
て
お
り
、
こ
れ
に
基
づ
く
2
0
3
0
年
の
設
備
容
量
に
設
置
許
可
済

み
の
３
基
分
を
加
え
て
も
、
２
，
5
0
0
万
ｋ
Ｗ
程
度
に
し
か
届
き
ま
せ
ん
。
こ
の
た
め
、
既
存
発
電
所

の
一
部
の
運
転
期
間
を
40
年
以
上
に
延
長
す
る
か
、
新
た
な
発
電
所
を
建
設
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
一

方
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
つ
い
て
は
、
平
均
的
な
稼
働
率
を
想
定
し
ま
す
と
、
太
陽
光
発
電
は
６
，

5
0
0
万
ｋ
Ｗ
、
風
力
発
電
は
１
，
0
0
0
万
ｋ
Ｗ
も
の
設
備
が
必
要
と
な
る
と
見
積
も
ら
れ
ま
す
。

風
力
発
電
で
見
て
み
る
と
、
適
地
が
多
い
北
海
道
で
は
、
最
小
需
要
は
3
0
0
万
ｋ
Ｗ
未
満
で
、
一
方
、

原
子
力
発
電
所
は
３
基
で
2
0
7
万
ｋ
Ｗ
、
こ
れ
に
加
え
て
自
流
式
水
力
な
ど
も
あ
る
た
め
、
最
小
需
要

時
に
風
力
発
電
の
出
力
変
動
を
吸
収
で
き
る
火
力
発
電
は
1
0
0
万
ｋ
Ｗ
未
満
と
な
り
ま
す
。
し
た
が
っ

て
、
本
州
と
の
連
系
線
（
60
万
ｋ
Ｗ
）
を
活
用
し
て
も
、
2
0
0
万
ｋ
Ｗ
（
政
府
目
標
の
１
，
0
0
0
万

ｋ
Ｗ
の
５
分
の
１
）
で
さ
え
そ
の
ま
ま
系
統
連
系
す
る
こ
と
は
不
可
能
で
す
。
こ
の
た
め
、
蓄
電
池
を
導

入
す
る
な
ど
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
変
動
を
吸
収
す
る
た
め
の
追
加
対
策
が
必
要
と
な
る
こ
と
は
避

け
ら
れ
ま
せ
ん
の
で
、
そ
の
分
の
コ
ス
ト
が
か
か
り
ま
す
。

◆ 

電
力
化
に
よ
る
Ｃ
Ｏ
２

排
出
削
減

こ
こ
ま
で
は
電
力
の
供
給
に
着
目
し
て
Ｃ
Ｏ
２

排
出
削
減
に
つ
い
て
述
べ
て
き
ま
し
た
が
、
次
は
、
エ

ネ
ル
ギ
ー
の
利
用
サ
イ
ド
に
目
を
移
し
て
み
ま
し
ょ
う
。
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
の
Ｃ
Ｏ
２

排
出
の
約

４
割
は
事
業
用
発
電
に
よ
る
も
の
で
す
が
、
言
い
換
え
れ
ば
、
残
り
の
６
割
は
、
製
造
業
で
の
ボ
イ
ラ
用

や
直
接
加
熱
用
の
燃
料
、
自
動
車
用
燃
料
、
家
庭
の
暖
房
お
よ
び
給
湯
な
ど
に
化
石
燃
料
を
発
電
以
外
の

用
途
の
た
め
に
燃
や
し
た
際
に
排
出
さ
れ
て
い
る
と
い
う
こ
と
で
す
。
こ
れ
ら
の
う
ち
、
製
造
業
以
外
の
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用
途
で
は
、
化
石
燃
料
が
効
率
的
に
利
用
さ
れ
て
い
る
と
は
い
え
な
い
の
が
実
情
で
す
。
例
え
ば
、
自
動

車
で
は
、
ト
ヨ
タ
自
動
車
㈱
の
資
料
に
よ
り
ま
す
と
、
車
両
の
走
行
の
た
め
に
使
う
エ
ネ
ル
ギ
ー
は
、
燃

料
と
な
る
ガ
ソ
リ
ン
の
16
％
し
か
使
わ
れ
て
い
ま
せ
ん
。
ま
た
、
熱
は
、
周
囲
の
温
度
と
比
べ
て
高
け
れ

ば
高
い
ほ
ど
、
あ
る
い
は
低
け
れ
ば
低
い
ほ
ど
価
値
が
高
い
の
で
す
が
、
貴
重
な
化
石
燃
料
を
燃
や
し
て
、

２
千
℃
と
も
い
わ
れ
る
高
温
を
、
数
10
℃
の
温
度
で
済
む
家
庭
の
暖
房
お
よ
び
給
湯
な
ど
に
利
用
す
る
こ

と
は
、
大
変
“
も
っ
た
い
な
い
”
使
い
方
で
あ
る
と
い
え
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
用
途
で
は
、
化
石
燃
料
の

燃
焼
機
器
を
積
極
的
に
電
化
機
器
に
置
き
換
え
る
こ
と
が
、
Ｃ
Ｏ
２

削
減
の
た
め
に
も
望
ま
し
い
と
い
え

ま
す
。
自
動
車
で
あ
れ
ば
電
気
自
動
車
や
プ
ラ
グ
イ
ン
・
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
、
暖
房
で
あ
れ
ば
エ
ア
コ
ン

（
利
用
し
て
い
る
技
術
は
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
）、給
湯
で
あ
れ
ば
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
式
給
湯
器
な
ど
で
す
。（
一
財
）

ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
・
蓄
熱
セ
ン
タ
ー
で
は
、
家
庭
用
の
暖
房
・
給
湯
、
業
務
用
の
空
調
・
給
湯
、
産
業
用
の

空
調
・
加
温
・
1
0
0
℃
未
満
の
乾
燥
で
、
燃
焼
式
の
熱
源
を
す
べ
て
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
式
に
転
換
し
た
場

合
、１
・
３
億
ト
ン
（
日
本
全
体
の
約
１
割
）
の
Ｃ
Ｏ
２

削
減
に
つ
な
が
る
と
し
て
い
ま
す
（
資
料
６
参
照
・

70
ペ
ー
ジ
）。

◆ ‌�

今
後
の
世
界
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
と
先

進
国
に
求
め
ら
れ
る
役
割

百
円
均
一
シ
ョ
ッ
プ
に
行
く
と
、「
こ
ん
な
も
の

ま
で
が
百
円
か
」
と
感
じ
る
製
品
が
た
く
さ
ん
あ
る

と
思
い
ま
す
。
そ
れ
ら
の
製
品
は
、
人
件
費
が
安
い

中
国
な
ど
の
途
上
国
で
作
ら
れ
て
い
ま
す
。
エ
ネ
ル

ギ
ー
消
費
や
Ｃ
Ｏ
２

排
出
の
面
で
い
え
ば
、
そ
れ
ら

の
製
品
を
日
本
で
作
ら
な
い
こ
と
で
、
日
本
の
エ
ネ

ル
ギ
ー
消
費
や
Ｃ
Ｏ
２

排
出
が
少
な
く
な
り
、
そ
の

分
、海
外
で
増
え
る
と
い
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。（
一

財
）日
本
エ
ネ
ル
ギ
ー
経
済
研
究
所
に
よ
り
ま
す
と
、

2
0
1
2
年
の
一
人
当
た
り
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
は
世

界
平
均
で
１
・
９
ト
ン
（
石
油
換
算
）
で
し
た
が
、

日
本
を
含
む
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
34
カ
国
は
４
・
２
ト
ン
（
同
）

（万t-CO2）
20,000
18,000
16,000
14,000
12,000
10,000
8,000
6,000
4,000
2,000

0

資料⑥　ヒートポンプによるCO2削減ポテンシャルの試算例

CO2排出量
削減ポテンシャルは
約1.3億t

CO2排出量
削減ポテンシャルは
約1.3億t

注）電力のCO2排出原単位が震災前と同等の水準とした場合　　出典：（一財）ヒートポンプ・蓄熱センターホームページより

家庭用暖房家庭用暖房

家庭用給湯家庭用給湯

業務用空調業務用空調

業務用給湯業務用給湯

産業用
（ボイラーのみ100℃未満）

産業用
（ボイラーのみ100℃未満）

現状現状 ポテンシャルポテンシャル

ヒートポンプのCO2削減ポテンシャルは国内総排出量の約1割
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も
あ
る
の
に
対
し
、
非
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
諸
国
は
１
・
３
ト
ン
（
同
）
で
、
３
倍
を
超
え
る
差
が
あ
り
ま
す
。
か

つ
て
は
５
倍
を
超
え
て
い
た
の
で
、
こ
れ
で
も
、
経
済
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
を
通
じ
た
製
造
業
の
途
上
国
へ

の
立
地
な
ど
の
影
響
も
あ
っ
て
、
差
が
縮
ま
っ
た
と
い
え
ま
す
。

今
後
も
、
途
上
国
で
は
生
活
水
準
の
向
上
と
、
経
済
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
は
続
く
と
思
わ
れ
ま
す
か
ら
、

人
口
の
増
加
も
続
く
途
上
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
が
あ
る
程
度
増
え
る
こ
と
は
避
け
ら
れ
な
い
で
し
ょ

う
。先

進
国
の
役
割
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
と
Ｃ
Ｏ
２

排
出
を
極
力
抑
え
る
と
と
も
に
、

国
際
協
力
を
通
じ
て
途
上
国
の
省
エ
ネ
と
Ｃ
Ｏ
２

排
出
を
支
援
し
て
い
く
こ
と
で
あ
る
と
思
い
ま
す
。

◆ 

お
わ
り
に

ほ
と
ん
ど
の
原
子
力
発
電
所
が
停
止
し
て
い
る
中
で
（
Ｈ
28
年
８
月
末
現
在
、
稼
働
し
て
い
る
の
は
川

内
原
子
力
発
電
所
一
号
機
の
み
）、
停
電
す
る
こ
と
な
く
電
気
が
送
ら
れ
て
い
る
状
況
を
鑑
み
て
、「
原
子

力
発
電
所
が
な
く
て
も
や
っ
て
い
け
る
」
と
思
わ
れ
る
方
が
い
ら
っ
し
ゃ
い
ま
す
。
し
か
し
、
そ
の
間
、

刻
一
刻
と
火
力
発
電
の
焚
き
増
し
と
電
気
料
金
の
上
昇
と
い
う
代
償
が
払
わ
れ
て
い
る
の
で
す
。
ま
た
、

原
子
力
な
し
で
は
、
2
0
3
0
年
に
大
幅
な
Ｃ
Ｏ
２

排
出
削
減
を
達
成
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。
日
本

が
他
の
先
進
国
と
肩
を
並
べ
ら
れ
る
よ
う
な
削
減
目
標
を
掲
げ
つ
つ
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
や
コ

ス
ト
な
ど
に
も
配
慮
し
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
を
実
現
し
て
い
く
こ
と
が
世
界
か
ら
求
め
ら
れ
て
い
ま

す
。
そ
の
た
め
に
は
、
省
エ
ネ
、
高
効
率
発
電
技
術
の
技
術
開
発
、
途
上
国
の
支
援
な
ど
に
加
え
、
利
用

サ
イ
ド
で
の
電
化
を
含
め
た
総
合
的
な
対
策
が
必
要
と
な
る
で
し
ょ
う
。
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